
花王グループ 現代奴隷法に関する声明 

花王グループは、2015 年英国現代奴隷法に基づき、本声明を公表します。本声明は、花王

㈱、英国および他のグループ会社が、花王グループ内およびサプライチェーンにおいて奴隷

労働や人身売買などが起きないよう 2025 年に行った取り組みを、花王グループとして取り

纏め開示することを目的としています。 

1. 事業とサプライチェーン

花王グループは消費者向け製品と工業用製品の両方の事業を行っています。「ヘルスビュ

ーティケア事業」、「化粧品事業」、「ビジネスコネクティッド事業」、「ハイジーンリビング

ケア事業」の 4つの事業分野で、一般消費者に向けたコンシューマープロダクツ事業を展

開しています。また「ケミカル事業」において広く産業界の発展に貢献する工業用製品を

提供しています。 

花王グループの製品は世界の約 140の国や地域で販売されています。日本に本社を置き、

31の国や地域で 31,000人以上の社員が働いています。英国を含む世界各地の消費者のニ

ーズに合わせた様々な製品を提供しています。英国では Kao (UK) Limitedと KPSS (UK) 

Limited、Bondi Sands Europe Limitedがヘルスビューティケア事業を、Molton Brown 

Limited が化粧品事業を、Washing Systems Limitedがケミカル事業を行っています。 

事業について 

調達に関しては、アジアをはじめ、世界各地域のサプライヤーから原材料を調達していま

す。また、ケミカル事業においては、オレオケミカル、油脂誘導体や界面活性剤、香料な

どをグループ外の企業へ販売すると同時にグループ内のコンシューマープロダクツ事業各

社へ原料として供給しています。 

2. 方針

花王グループは、企業理念「花王ウェイ」の「基本となる価値観」の最初に、創業者が遺

した「正道を歩む」という言葉を掲げています。「正道を歩む」とは、法と倫理に則って

行動し、誠実で清廉な事業活動を行うことです。花王グループは、この言葉をコンプライ

アンスの原点と位置づけ、すべてのステークホルダーの支持と信頼に応えていくための指

針としています。 

https://www.kao.com/jp/corporate/fields/
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花王グループは国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿った、人権に関する基本方

針「花王人権方針」を策定しています。その中で、国際人権章典などの人権に関する国際

的な規範を尊重すること、人権デュー・ディリジェンスや社員の教育を実施し、企業活動

全体において人権尊重の責任を果たす努力をしていくことを宣言しています。この方針

は、花王グループ（花王株式会社および子会社、関連会社）のすべての役員と社員を対象

としており、取締役会が監督機能を有している ESGコミッティにおいて承認されていま

す。 

ガバナンス・体制について 

 

「花王ウェイ」を実践するための行動規範である「花王 ビジネス コンダクト ガイドラ

イン」の中でも、人権を尊重し、児童労働、人身売買や強制労働およびあらゆる差別・ハ

ラスメントを許容しないことを明記しています。 

 

花王グループの ESG戦略「Kirei Lifestyle Plan」では、19の重点取り組みテーマを設け

ており、その一つとして、人権の尊重を掲げています。 

サプライチェーンにおける人権尊重に関しては、「調達基本方針」において法を遵守し、

高い倫理観を持って公正・公平な購買活動を行い、資源保護・環境保全や安全、人権など

に配慮し企業としての社会的責任を果たすことを明記しています。また、「お取引先に求

めるパートナーシップ要件*1」において、あらゆる差別の排除や強制労働、児童労働、不

法労働の禁止措置などの人権尊重を求め、「お取引先との ESG推進活動*2」においては、花

王が調達する原材料の中から、人権・環境の課題が大きなサプライチェーンを「ハイリス

クサプライチェーン」として特定し、現場での対話を通じてリスクを把握し、課題の本質

を見極め、取引先や NGOと解決に向けて取り組み、進捗を公表することとしています。 

「ダイバーシティ、エクイティ、インクルージョン（DE&I）方針」では、人権尊重を基盤

としながら社内やサプライチェーン上のステークホルダーの DE&Iを推進し、誰もがあり

のままの姿で最大限の力を発揮できる、いきいきとした社会をめざし取り組んでいくこと

としています。 

*1 お取引先に求めるパートナーシップ要件：お取引先に求める基本要件 

*2 お取引先との ESG 推進活動：お取引先とともに実行する持続可能なサプライチェーンの構築のための活動 

 

このように、花王グループではサプライチェーン全体での人権尊重を推進しています。 

また、人権、労働、環境、腐敗防止の 4分野 10原則を定めた国連グローバル・コンパク

トを支持しています。 

 

 

3. 人権デュー・ディリジェンス 

 

花王グループの事業の中で関わる人々を尊重し、国際的な規範を遵守するために、継続的
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に人権デュー・ディリジェンスを行い、自社内およびサプライチェーンにおいて奴隷労働

や人身売買などの人権侵害が起きていないか確認しています。 

 

人権問題は幅広いステークホルダーにインパクトを与える可能性があります。そこで花王

は、定期的に人権リスクワークショップを実施し、ステークホルダーごとにどのような人権

リスクがあるかを部署横断で議論しています。この議論を通じ、花王における重要な人権テ

ーマを「ともに働く人々の労働環境」と「個人情報の取り扱い」とし、このうち、現代奴隷

に関する懸念のある「ともに働く人々の労働環境」では、特にリスクが高い対象者が『原材

料調達先の生産者や農家』『グループ会社を含むサプライチェーン上の外国人労働者』であ

ると考え、優先的に取り組みを進めています。 

 

また、人権リスク調査を社内・サプライヤー・委託先を対象に実施し、その結果を関係者

にフィードバックして改善につなげているほか、社員への教育、サプライヤーモニタリン

グ、取引基本契約書への人権条項の盛り込みなどを実施して、負の影響の防止・軽減に取

り組んでいます。 

 

1) 社内 

2025年、花王グループ内の世界中の拠点に対して人権リスク調査を行いました。サプラ

イヤー情報共有データベースである Sedex を活用し、英国向け製品を製造する工場を含

む 39 の全工場と本法令の適用対象となる企業を含む 53 のグループ会社・拠点が Sedex

の自己評価アンケートに回答しました。回答内容を評価した結果、奴隷労働や人身売買

などの人権侵害やそれらにつながるリスクは発見されませんでした。 

また、グループ会社社員がコンプライアンス上の問題を通報・相談できるよう、各社に

通報・相談窓口が設置されています。2025 年において奴隷労働や人身売買などの人権侵

害につながる通報・相談はありませんでした。 

リスク調査について（社内） 

通報・相談窓口について 

 

2) サプライヤー 

原材料やサービス等を提供するサプライチェーンにおける労働者の人権の保護、安全・

衛生管理、原産地の地域住民の強制移住、健康被害なども喫緊の課題になっています。

このため、サプライヤーとの取引基本契約書には環境や人権に配慮する条項が含まれて

おり、新規契約や契約更新時には原則として、この取引基本契約書を締結しています。 

また、購買部門がサプライヤー選定において配慮する環境や人権・労働問題の項目につ

いては「お取引先に求めるパートナーシップ要件」で定め、その遵守状況をモニタリン

グしています。項目には、業界団体である The Consumer Goods Forum で議論している強

制労働なども含み、サプライヤー自身の調達においても同様の取り組みを要請すべきで

あることを明記しています。サプライヤーの「お取引先に求めるパートナーシップ要

https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=232
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件」の遵守状況の確認にも 2014 年 12月に加盟した Sedex を活用し、人権リスク調査を

行っています。 

人権リスク調査に関しては、文書での依頼やサプライヤーを招いたパートナーサミット

での説明と協力の要請を行っています。2025 年末時点で、直接材取引のうち Sedex およ

び自社 SAQ、EcoVadis等の代替手段による調査を行っているサプライヤー数は全体の

99.9%（取引金額ベースで 99.9%以上）となりました。Sedex においてアクセス権が設定

されたサプライヤーのうち、Sedexの SAQに回答したサプライヤーに対する Sedex アセ

スメントツールによる調査の結果、深刻な人権侵害やそれらにつながるリスクは発見さ

れませんでしたが、高リスクと判断されたサプライヤーの一部へは第三者による監査を

行い、状況確認や改善につなげています。 

リスク調査について（サプライヤー） 

 

3) 委託先 

工場の協力会社を対象に Sedexによる人権リスク調査を実施しています。各拠点の花王

担当者と連携して協力会社の人権尊重の取り組みへの理解と協力を仰ぎ、2025 年の実施

率は 27%となりました。調査の結果、深刻な人権侵害やそれらにつながるリスクは発見

されませんでした。 

リスク調査について（委託先） 

 

 重要な人権テーマ「ともに働く人々の労働環境」に関する取り組み 

特にリスクが高い対象者が『原材料調達先の生産者や農家』『グループ会社を含むサプラ

イチェーン上の外国人労働者』であると考え、優先的に取り組みを進めています。 

 

① 原材料調達先の生産者や農家に向けた取り組み 

持続可能なパーム油の調達に向け、花王はサプライヤーと協働し、農園までのトレーサビ

リティ確認を継続的に実施しています。あわせて、パーム油サプライヤーを対象として、

NDPE（No Deforestation, No Peat, No Exploitation）方針の遵守状況を確認する調査を

行い、サプライヤーとの対話・エンゲージメントを進めています。また、すべてのステー

クホルダーが利用可能なコンプライアンス通報・相談窓口を補完する仕組みとして、花王

グリーバンスメカニズムを活用し、人権リスクの早期把握とリスク軽減につなげています。 

パームダッシュボード 
花王グリーバンスメカニズム 
 

② グループ会社を含むサプライチェーン上の外国人労働者に向けた取り組み 

脆弱な立場に置かれやすい外国人労働者について、委託先と協働した取り組みを行って

います。2023年以降、毎年全工場内の協力会社雇用の外国人労働者数を確認していま

す。 

2025年は、英国で、場内協力会社との直接対話により、外国人労働者の就労状況につい

https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=232
https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=232
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https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=133


て深刻な問題が無いことを確認しました。 

また、日本は外国人労働者の人数が最も多く、人身売買や強制労働の懸念が指摘されや

すい技能実習生の雇用が場内協力会社であることから、技能実習生および雇用会社に対

して有識者によるインタビューを実施し、就業環境や生活環境が整備され、高いレベル

で雇用管理がなされていることを確認しました。

人権デュー・ディリジェンス（外国人労働者）

 重要な人権テーマ「個人情報の取り扱い」に関する取り組み

個人情報の不適切な取り扱いは、プライバシーの権利に重大な影響を及ぼす可能性があ

ります。花王では、「花王 ビジネス コンダクト ガイドライン」およびグローバル個人

情報保護方針において個人情報を厳重に管理することを明記するとともに、個人情報管

理責任者の設置、社員への教育啓発、緊急時対応体制の整備などを行っています。

4. エンゲージメント

サプライヤーとは様々な機会や手段を通じて継続的にコミュニケーションを取り、花王グ

ループのサステナビリティに関する考え方や「花王 ビジネス コンダクト ガイドライ

ン」について理解を得られるよう努めており、主要サプライヤーを招待するパートナーサ

ミットにおいても Sedexへの加盟や CDP*3サプライチェーンへの協力の依頼や、花王の通

報・相談窓口の周知を行っています。 

*3 CDP とは、機関投資家の運営による、ロンドンに本部を置く非営利団体であり、気候変動、水、森林に

関する情報開示を企業等に求め、評価する活動等を行っている。 

花王の重要な自然資本であるパーム油のサプライチェーンでは、油脂製品製造・販売会社

の Apical Groupおよび農園（プランテーション）会社の Asian Agriの 2社と共に、イン

ドネシアの独立小規模パーム農園と対話を行いながら、生産性向上や認証取得の支援を行

う SMILE（SMallholders Inclusion for better Livelihood & Empowerment）プログラム

を展開しており、2025年 12月 31 日現在でスマトラ島の延べ 4,630 農園を対象に支援を実

施しています。 

サプライヤーとのエンゲージメントについて

パームダッシュボード 

5. 研修

花王グループでは、「花王人権方針」をはじめ、人権尊重の考え方を社員に浸透させるた

め、様々な取り組みを行っています。 

https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=232
https://www.kao.com/jp/privacy/
https://www.kao.com/jp/privacy/
https://www.kao.com/content/dam/sites/kao/www-kao-com/jp/ja/corporate/sustainability/pdf/sustainability2026-all.pdf#page=138
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人権尊重の考え方を表明している「花王 ビジネス コンダクト ガイドライン」への社員

の理解を深めるため、グループ会社各社で教育活動を実施しています。花王グループ全社

員に向けて、毎年「花王 ビジネス コンダクト ガイドライン」確認テストとコンプライ

アンス意識調査を実施しています。2025 年の実施率は 95%となりました。さらに、社内イ

ントラネットにおける、具体的な事例を通じた理解促進を目的としたコンプライアンスケ

ーススタディの発信や、コンプライアンスメッセージと称して、コンプライアンス委員会

委員長や部門責任者によるメッセージを発信するなど、継続的な意識づけを行っていま

す。その他、新入社員研修、新任マネジャー研修など様々な機会で研修を実施していま

す。また、社員の関心喚起につながるよう、人権の尊重や DE&Iの重要性について紹介す

る記事や動画の発信などを行い、人権尊重の考え方の啓発にも取り組んでいます。 

教育・啓発について 

なお、本声明は、2026年 6月 19 日付けで花王㈱の取締役会が監督機能を有する ESGコミッ

ティにおいて承認を受けています。

2026年 6月 19日 

花王株式会社 

代表取締役 社長執行役員 

長谷部 佳宏 
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